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ダイコー（株）による廃棄物の不適正保管について 
 
１．経緯 

１月１２日  産業廃棄物の横流しについて、壱番屋から県に報告 
１月１３日～ 壱番屋、ダイコー、みのりフーズに対して 

・立入検査及び法第１８条報告の徴収 
・廃棄物保管場所（県内４か所）で保管量の調査（8,981ｍ３）等 

○廃棄物の保管内容                         
区 分 廃棄物の種類（28年 2月） 

稲沢市 
本社工場 調味料、冷凍食品、菓子類、飲料物等 
北麻積町 調味料、汚泥、飴、乾燥野菜、小麦粉等 
附島町 調味料、飴、乾燥野菜等 

一宮市 大和町 飲料物、調味料等 
 

２月２９日  ダイコーに対して改善命令を発出 
３月 ３日～ ダイコーによる排出事業者への処理困難通知の発出 

以降、排出事業者による回収が本格化 

４月１８日  岐阜県及び三重県がダイコーの廃棄物処理業許可を取り消し 
       県は廃棄物の撤去を優先するため、取り消さず、改善命令状態を 

維持 
４月１９日  県環境部内に「廃棄物撤去推進チーム」を設置 
６月 ８日  県による撤去開始（排出事業者不明分） 

 ６月２７日  ダイコーの産業廃棄物処理業の取消し 
 
２．県の対応 

（１）改善命令 

  法第１８条報告及び立入検査の結果を踏まえ、ダイコーに対して改善命令を発出。 

 ・許可施設（本社工場）及び３か所の無届保管施設に対し、産業廃棄物処理基準に

適合させること。（保管量、囲い・掲示板の設置等） 
・履行期限５月１７日。 
 

（２）排出事業者による廃棄物の回収 

・ダイコーに法に基づく「処理困難通知」を７８の排出事業者に対して発出させ、

法的な処理責任を負わせるとともに、県からも排出事業者に対して回収を促す

文書指導を実施。 
・６月２４日現在、６９社が９５６トン回収（他の排出事業者も今後回収予定） 
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収集運搬  分別･積込 

愛知県 

中間処理  

オオブユニティ 

↓ 
【焼却】 

豊田ケミカル 
エンジニアリング 

【焼却】 

サンエイ 
【焼却】 

最終処分  

 
 
 

愛知臨海環境 
整備センター 
（アセック） 

【埋立処分】 

愛知県産業 
廃棄物協会 
会員企業 

産業 
廃棄物  

一般 
廃棄物  

稲沢市 
【焼却】 

愛知県衛生事業 
協同組合 
会員企業 

無償協力  
無償協力  

無償協力  

稲沢市 

無償協力  

 

（３）県による撤去 

・改善命令を発出するとともに、排出事業者に対する回収指導を行ってきたが、

最終的に排出事業者が特定できない食品廃棄物が４，７６５ｍ３（全体の約 53 
％）が残存する見込みであり、今後気温が上昇する夏場を迎えて、腐敗等に伴

う悪臭や害虫等の発生による周辺の生活環境への影響が懸念される。 
・このため、稲沢市内の３か所で不適正に保管している食品廃棄物について、生

活環境保全上の支障を除去するため、民法第６９７条に基づく「事務管理」と

して、稲沢市、廃棄物関係団体及び廃棄物処理業者の協力を得て、撤去を開始

した。 
・６月２４日現在、２０トン撤去 

＜参考＞民法第６９７条 
１ 義務なく他人のために事務の管理を始めた者は、その事務の性質に従い、最も本人の

利益に適合する方法によって、その事務の管理をしなければならない。 
 
○廃棄物の保管状況及び撤去量（最大値）                                  単位：ｍ３ 

区分 
当初保管量 

（28年 2月） 

排出事業者判明分等

[撤去対象外] 

排出事業者 
不明分※ 

[撤去対象] 

 
うち産業廃棄物

[県] 
うち混合物 

[県・稲沢市] 
本社工場 １，１６６ ８１０ ３５６ ２８４ ７２ 

北麻積町 ６，１１２ ２，５２８ ３，５８４ １，１５６ ２，４２８ 

附島町 ８７５ ５０ ８２５ ２３３ ５９２ 

大和町 ８２８ ８２８ ― ― ― 

合計 ８，９８１ ４，２１６ ４，７６５ １，６７３ ３，０９２ 

※今後、排出事業者が特定された場合には、排出事業者に回収を指導していく。  
○撤去スキーム 
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（４）産業廃棄物処理業（収集運搬、処分）の取消し 

・廃棄物の撤去を優先するため、取り消さず、改善命令状態を維持するとともに、

ダイコーに処理困難通知の発出を指導してきた。 

・処分業の許可の期限が６月２８日であるため、県としての厳しい姿勢を示すため

に廃棄物処理法違反での取り消しを行った。 

 

３．事案の対応を通じて感じた問題点 

（１）悪意を持った隠蔽に対する対応 

・マニフェストの虚偽報告 

・立入検査に対する偽りの説明 

・無届け施設での保管 

 

（２）排出事業者責任の履行 

・マニフェストの誤記入 

・不十分な処理状況確認 

・委託すれば排出者事業者責任がなくなるとの誤った認識 

・適正な処理料金での委託 

 

（３）立入検査方法 
   ・チェック項目 
   ・一連の処理過程の確認 
   ・担当職員の能力向上 
 
（４）法に基づく指導 

・取消し処分を行うと、処理業者に対して発出した改善命令が無効となるとと

もに、処理業者が通知する「処理困難通知」が発出できなくなる。 


